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１.身体的拘束最小化に関する基本的な考え方 

 当院は、患者一人ひとりの人格と尊厳を尊重し、身体的拘束を行わない医療・看護の実

践を基本とします。身体的拘束は、患者の生命・身体の安全を確保するためにやむを得な

い場合に限り、必要最小限の範囲で実施します。実施にあたっては、多職種で必要性を十

分に検討し、代替手段を優先するとともに、早期解除に向けた継続的な評価を行います。 

当院は、身体的拘束の最小化を通じて、患者の権利擁護と安全で質の高い精神科医療の

提供に努めます。 

 

２.基本方針 

 （1）身体的拘束は原則として禁止します 

  身体的拘束は患者の尊厳や人権を制限する行為であることを認識し、原則として実施

しません。 

 （2）身体的拘束は廃止すべきものとの認識を共有します 

  身体的拘束を当然の手段と捉えることなく、廃止を目指すべきものとして職員全員が

共通認識を持ちます。 

 （3）身体的拘束の最小化に継続して取り組みます 

  患者の安全を確保しながら、身体的拘束に代わる方法を積極的に検討し、身体的拘束

の最小化と早期解除に努めます。 

 （4）ケアの本質を追求します 

  身体的拘束に頼らない支援を実践するため、患者の状態や行動の背景を理解し、一人

ひとりに応じた治療・看護・支援を提供します。 

 （5）多職種で組織的に取り組みます 

  医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、事務職員など多職種が連携し、身体的

拘束の必要性や代替手段について継続的に検討します。 

 （6）職員一人ひとりが責任を持って取り組みます 

  身体的拘束最小化は組織全体の課題であることを認識し、すべての職員が高い倫理観

を持ち、患者の権利擁護と安全の両立に努めます。 

 

３.定義 

 身体的拘束とは、患者本人の意思にかかわらず、身体または身体の一部の自由な動きを 

制限し、行動を抑制することを目的として行われる行為をいいます。精神科医療において 

は、患者の生命・身体の安全を確保するため、法令等に基づき、治療上やむを得ない場 

合に限り実施されるものであり、必要最小限の範囲及び時間に限定されるべきものです。 

 

４.身体的拘束禁止の対象となる具体的な行為 

 （1）徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る 



 （2）転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る 

 （3）自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む 

 （4）点滴や経管栄養等のチューブ類を抜かないように、四肢をひも等で縛る 

 （5）点滴や経管栄養等のチューブ類を抜かないように、また皮膚をかきむしらないよう

に、手指の機能を制限するミトン型の手袋等を着用させる 

 （6）車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や腰

ベルト、車椅子テーブルをつける 

 （7）立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子を使用する 

 （8）脱衣やオムツ外しを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着用させる 

 （9）他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る 

 （10）行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる 

 （11）自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する 

 

 

５.緊急ややむを得ず身体的拘束を行う場合の要件 

 やむを得ず身体的拘束を行う場合には、以下の３要件を全て満たす必要があり、その場合 

 であっても、身体的拘束等を行う判断は組織的かつ慎重に行う。 

 （1）切迫性 

  患者本人または他者の生命、身体に重大な危険が切迫しており、身体的拘束を行わな 

ければ安全を確保できない状態であること。 

 （2）非代替性 

  身体的拘束以外の方法（十分な観察、環境調整、精神的支援、薬物療法、人的対応等） 

  を検討・実施したが、安全確保が困難であり、他に有効な代替手段がないこと。 

 （3）一時性 

  身体的拘束は必要最小限の範囲および時間に限って実施し、その必要性を継続的に評 

  価すること。拘束の理由が消失した場合は、速やかに解除する。 

 

 

６.身体的拘束の方法 

 患者に対し以下の用具を使用する 

 （1）体幹拘束帯 

 （2）四肢拘束帯 

 （3）手指拘束（ミトン） 

 （4）車椅子セーフティベルト（安全ベルト） 

 （5）４点柵 

 （6）つなぎパジャマ 



７.患者本人及び家族への説明・同意 

 （1）身体拘束等の必要性がある場合、医師は本人または家族等の意思を尊重した十分な

インフォームドコンセントを行い、身体拘束等の行為に関する説明・身体拘束を行うに

当たってのお知らせに沿って、身体拘束等の必要性・方法・身体拘束による不利益を患

者・家族へ説明し同意を得る。 

 （2）緊急に身体拘束等の必要性が生じた場合は、事後に患者・家族へ説明し同意を得る。 

 （3）入院時に家族へ身体拘束の説明をしていたとしても、身体拘束の必要が発生した場

合には、医師が速やかに家族へ連絡し、身体拘束の必要性、方法の妥当性等を家族に説

明し同意を得る。 

 （4）患者・家族へ身体拘束等の必要性を説明しても、同意を得られない場合は、危険を

回避できないことがある旨を医師が説明しその旨をカルテに記載する。 

 （5）身体拘束等が終了した場合は、速やかに家族等へ説明を行う。 

 

８．開始及び解除の決定 

 身体拘束の開始及び解除は、医師、看護師、ＰＳＷ等の多職種によるカンファレンスで身 

体拘束の必要性をアセスメントし、決定する。 

【開始基準】 

 患者又は他の患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に該当する。 

 ・意識障害、興奮状態にあり、自傷・自殺・他人に損傷を与える危険が高い場合 

 ・皮膚掻痒・病的反射など、無意識に行う行為により自傷の可能性が高い場合 

 ・治療上の必要な安静や体位が守れず、点滴・中心静脈ラインを抜去し生命に悪影響を及

ぼす可能性がある場合 

 ・身体拘束の３要件をすべて満たしている 

【解除基準】 

 ・身体拘束の３要件を満たしていない 

 ・身体拘束の影響から身体的侵襲が出現している 

 ・退院 

 （1）開始手順 

  ①医師が指示を指示簿へ記載する（医師の指示があることが原則）。担当医不在時は代

理医師、夜間休日は当直医師が指示する。 

  ②医師は、身体拘束の指示をオーダー後、担当看護師に伝える。 

  ③本人または家族等の意思を尊重した十分なインフォームドコンセントを行い、身体

拘束を行うに当たってのお知らせを医師が作成し、患者本人・もしくは家族等に同意

を得る。 

 （2）解除手順 

  ①医師は身体拘束解除を指示簿に記載する。 



  ②速やかに家族等へ説明を行う。 

 

９.身体拘束等実施中の管理・観察方法 

 身体拘束等実施中は、「患者の安全確保」への責任義務および「身体拘束等による事故防 

止」への注意義務を遂行し、十分な観察・ケアを行い継続の必要性について検討する。 

 （1）記録 

  ①身体拘束解除に向けて、身体拘束の適応と継続の必要性について毎日日勤帯で検討

し、1 回/日の身体拘束カンファレンスに以下の内容も含め看護師が記録する。 

  ・身体拘束が必要となった理由 

  ・開始日時（誰が、いつ指示をしたか、方法、部位） 

  ・患者・家族への説明（誰が、いつ、誰に説明したかとその内容） 

  ・身体拘束中の患者の反応 

  ・検討した時間と評価 

  ・解除日時とその理由 

  ②身体拘束中の障害の有無を観察し、観察記録に 15 分毎に記載する。 

 （2）観察ポイント 

  ①患者の精神状態、体動状態 

  ②拘束の効果と体位の保持は十分か、抑制帯の位置は目的にあっているか。 

  ③抑制帯使用時は、皮膚障害、神経障害の有無を観察する。また患者の状況に応じて適

宜観察の強化を行う。 

 （3）ケア 

  ①下肢の積極的な運動：自動または他動運動を行う。 

  ②下肢のマッサージ、弾性ストッキングの着用。 

  ③抑制中は、体位変換時または、定期的に抑制の一次解除を行う。 

  ④可能な限り身体拘束をしなくて良い方法や早期に解除できる方法を検討し、身体拘

束等が恒常化しないように工夫する。 

 

１０.指針の閲覧 

  当院での身体的拘束最小化マニュアルは、職員が常時閲覧できるよう院内に備えると

ともに、ホームページにて公開するものとする。 

 


